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Ⅰ はじめに  

日本人の食事摂取基準は、健康な個人や集団を対象とし、健康の保持・増進、生活習  

慣病予防を目的として、エネルギー及び各栄養素の摂取量の基準を示したものである。   

日本人の食事摂取基準2010年版では、前回（2005年版）の策定方針を踏襲し、膨  

大な研究結果を収集し、系統的レビューを行い、最終的に参考文献として整理されたも  

のは1，244本（うら日本人を対象とした論文約350本）に及んだ。また、基準を定め  

るだけでなく、栄養業務等に活用することを念頭に置き、「策定の基礎理論」と「活用の  

基礎理論」を新たに項立てし、記述を行った。   

食事摂取基準の活用については、諸外国でも数多く議論がなされているものの、統一  

した理論や活用方法は未だ確立していない。日本においても、「活用の基礎理論」を踏ま  

え、適切な活用方法を確立していくことが求められている。   

食事摂取基準の活用に当たっては、策定検討会報告書を熟読し、策定や活用の基本的  

考え方を理解することが重要となる。2010年版に関しては、策定値の周知ではなく、  

こうした基本的考え方の理解を深めることを目的に、平成21年9月から11月にかけ  

て、国の主催により、関係団体・学会の連携のもと全国6ブロックでの講習会が開催さ  

れた。指標の概念等の理解の重要性や策定値の根拠の違いに関する参加者の理解度につ  

いては、講習会後に「よく理解できた」「まあ理解できた」と回答した者の割合が約8割  

にのぽった。   

このように基本的考え方の理解を浸透させつつ、その実践としての活用を進めていく  

ことが、2010年版の食事摂取基準の使用開始となる平成22年度以降の課題である。  

具体的活用事例が増えなければ、活用の課題や限界を明確にすることはできず、活用方  

法の確立には至らない。   

このため「日本人の食事摂取基準」活用検討会報告書では、食事摂取基準の活用にお  

ける基本的考え方とともに、食事改善、給食管理における活用の考え方とそのポイント  

を整理した。また、食事改善のためのツールや調査等においても、活用に努めることで  

その課題や限界を見極めていくことが重要であることから、食事バランスガイドの見直  

しの必要性の検証や食事摂取基準の適用に向けた国民健康・栄養調査の課題等について  

の整理も試みた。   

今後、食事改善、給食管理において、食事摂取基準の活用が積極的に行われることに  

より、それを支える実践的研究の充実が園られ、習慣的な摂取量をはじめとした各種デ  

ータの収集・蓄積を通して、活用の理論の構築に向けた検証が進み、栄養管理の質の向  

上につながることを期待している。   



Ⅱ 食事摂取基準の適用の基本的考え方について  

1． 食事摂取基準の基本を理解する  

（1） 食事摂取基準の意義  

－「真」の望ましい摂取量はわからない。だが、食事摂取基準を使えば、その人や  

その集団の習慣的摂取量が適切な摂取量かどうかの可能性（確率）を知ること  

ができる一   

各人のエネルギーや栄養素の必要量を実測し、その人にとって必要とされる望ましい  

摂取量を導き出すことは不可能である。必要量を測定しなくても、個人や集団の習慣的  

摂取量が、どのくらいの可能性（確率）で、適切なエネルギー量や必要とされる栄養素  

量を充足しているのか、あるいは不足しているのかを知ることができるようにしたのが  

食事摂取基準である。   

食事摂取基準は、エネルギーや栄養素の摂取量が適切かどうかの評価を行い、食事計  

画を行うための参考となる値である。あ＜までも参考となる値ではあるが、実施する評  

価や食事計画がより確固としたものに近つけるよう、その策定においては科学的根拠に  

基づくことを基本としている。  

図1 参考文献数の推移  

〈科学的根拠に基づ＜策定とは〉   

食事基準の策定に当たっては、食事・栄養と健康に  

関するさまざまな研究の結果を、世界中から集め（エ  

ビデンスの収集）、それぞれの研究結果について、専門  

家力預売み、まとめる作業を行う（系統的レビュー）。  

2000年以降、参考文献の数は急増し、2010年版で  

は、1，244本に及んでいる。  
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（2） 食事摂取基準を適用する対象  〈出典〉厚生労働省：日本人の食事摂取基準（2010年版）   

一食事摂取基準は、健康な人々を対象としている－   
フロック別講習会資料（2010）   

食事摂取基準を適用する対象は、健康な個人並びに健康な人を中心として構成されて  

いる集団とする。ただし、高血圧、脂質異常、高血糖など、なんらかの疾患に関して軽  

度にリスクを有していても自由な日常生活を営み、当該疾患に特有の食事指導、食事療  

法が適用又は推奨されていない人を含むこととする。   

特有の食事指導、食事療法が適用または推奨されている疾患を有する場合、特定の疾  

患の予防を目的として特有の食事指導、食事療法が適用または推奨されている場合には、  

その疾患に関連する治療ガイドライン等の栄養管理指針を優先して用いるとともに、食  

事摂取基準は補助的な資料として参照することが勧められる。  
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（3） 食事摂取基準を適用するねらい  

－適用するねらいに応じて、指標を用いる－  

（》エネルギーの指標は1つ   

エネルギー摂取の過不足を防ぐために   

エネルギーの食事摂取基準の指標として、推定エネルギー必要量が設定されている。  

推定エネルギー必要量は、エネルギー出納が0（ゼロ）となる確率が最も高くなると推  

定される習慣的な1日あたりのエネルギー摂取量である。成人の場合には、エネルギー  

摂取量とエネルギー消費量が釣り合い、体重に変化のない状態が、適正なエネルギー摂  

取量と考えられ、エネルギー摂取量の過不足の評価にはBMlを用いる。  

②栄養素の指標を適用するねらいは3つ   

〈適用するねらい〉  

○摂取不足を防ぐため  

〈ねらいに応じた指標〉  

→「推定平均必要量」、「推奨量」  

＊これらが設定できない場合の代替指標が「目安量」  

○過剰摂取による健康障害を防ぐため →「耐容上限墨」  

○生活習慣病の一次予防に資するため →「日   

栄養素の指標を適用するねらいは、摂取不足を防ぐため、過剰による健康障害を防ぐ  

ため、生活習慣病の一次予防に資するための3つである。それぞれのねらいに応じて、  

指標を用いる。   

摂取不足を防ぐため   

栄養素について摂取不足の有無や程度を判断するための指標が、「推定平均必要量」で  

ある。食事改善や給食管理において栄養素の摂取不足の評価に用いる。   

推定平均必要量を補助する目的で「推奨量」が設定されている。推奨量はほとんどの  

人が充足している量である。   

「推定平均必要量」、「推奨量」が設定できない場合に「目安量」が設定されている。  

一定の栄養状態を維持するのに十分な量であり、目安量以上を摂取している場合は不足  

のリスクはほとんどない。   

過剰摂取による健康障害を防ぐため   

習慣的な摂取量が「耐容上限量」を超えると、過剰摂取による健康障害のt」スクが高  

くなる。栄養素の過剰摂取の評価に用いる。通常の食品を摂取している限り耐容上限量  

を超えることはほとんどなく、サプリメントなどを常用している人において注意する。   

生活習慣病の一次予防に資するため   

生活習慣病の一次予防を目的として設定された指標が「自標量」である。習慣的な摂  

耳又量が目標量に達している人はそうでない人に比べて生活習慣病のリスクは低いといえ  

るが、生活習慣病を発症しないということではない。生活習慣病の要因は多数あり食事  

はその一部にすぎないことから、他の要因も含め総合的に判断して用いる必要がある。  

3   



（4） 用いる指標の概念と特徴   

一指標の概念や特徴を理解することが、食事摂取基準の理解を深める－  

摂取不足を防ぐための指標   過剰摂取による   生活習慣病の一次予防に   

（推定平均必要量、推奨量、  健康障害を防ぐための指標   資するための指標   

目安量）   （耐容上限量）   （目標量）   

実験研究、  
症例報告   疫学研究（介入研究を含む）  

疫学研究（介入研究を含む）  

値の算定根拠となる主な研究方法は、指標によって、実験研究、疫学研究、症例報告  

と異なり、それによって求められた数値の信頼度も異なってくることに配慮する。例え  

ば、実験研究から求められた数値はかなり正確だと考えられるが、実験の質によって結  

果の信頼度は異なるため、数値の信頼度も栄養素ごとに少しずつ異なる。また、症例報  

告は、通常、数例から数十例程度とそれほどの多＜の報告例はなく、そのような数少な  

い報告例により、耐容上限量は設定されている。  

健康障害が生じるまでの典型的な摂取期間の違い  

摂取不足を防ぐための指標   過剰摂取による   生活習慣病の一次予防に   

（推定平均必要量、推奨量、  健康障害を防ぐための指標   資するための指標   

目安量）   （耐容上限墨）   （自標量）   

数か月間   数か月間   数年へノ数十年間  

健康障害が生じるまでの典型的な摂取期間は、推定平均必要量、推奨量、目安量、耐  

容上限量では、数か月間の摂取量を見据えた管理が望まれ、目標量では、数年～数十年  

間の摂取量を見据えた管理が望まれる。  

食品・サプリメントの摂取による健康障害が生じる可能性   

通常の食品でも、サプリメントでも、不足のリスクは常にある。   

通常の食品だけを摂取している限り習慣的な摂取量が耐容上限量を超えることはない。  

サプリメントなどを常用している人では耐容上限量に注意する。  

，’・l濾．   



表1 栄養素の指標の概念と特徴のまとめ  

目 的   摂取不足力＼らの回避   
過剰摂取による  生活習慣病の  

健康障害からの回避  一次予防   

指標   推定平均必要量（EAR）  目標量（DG）   

推奨量（RDA）  

目安量（Al）   

値の算定根拠となる   実験研究、疫学研究   症例報告   疫学研究   

主な研究方法   （介入研究を含む）  （介入研究を含む）   

対象とする健康障害に  重要   重要   他に関連する環境要   

おける特定の栄養素の  因がた＜さんあるた   

重要度  め一定ではない   

健康障害が生じるまで  数か月間   数年′）数十年間   

の典型的な摂取期間   

対象とする健康障害に  極めて少ない′～少ない  多い   

関する今までの報告数   

通常の食品を摂取して  ほとんどない   ある   

いる場合に対象とする  

健康障害が生じる  

可能性   

サプリメントなど、通常  ある   ある   ある   

以外の食品を摂取してい  （サプリメントなどに  （厳しく注意が必要）   （サプリメントなどに   

る場合に対象とする健康  は特定の栄養素しか  は特定の栄毒素しか   

障害が生じる可能性   含まれないため）  含まれないため）   

算定された値を考慮する  可能な限り考慮する   必ず考慮する   関連するさまざまな   

必要性   （回避したい程度に  要因を検討して考慮  

よって異なる）  する   

算定された値を考慮した  推奨量付近、目安量   耐容上限墨未満で   ある   

場合に対象とする健康時  付近であれば、   あれば、可能性は   （他の関連要因に   

害が生じる可能性   可能性は低い   ほとんどないが、  よっても生じる  

完全には否定できない   ため）   

〈出典〉 厚生労働省：「日本人の食事摂取基準」策定検討会報告書（2010年版），P5  
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2．食事摂取基準を活用する場合の基本的考え方を理解する  

（1）マネジメントサイクル（PDCAサイクル）に基づいた食事摂取基準の適用  

食事改善、給食管理においては、PDCAサイクル、計画（Plan）－実施（Do）一   

評価（Check）一改善（Action）に基づき、食事摂取基準を適用する。   

アセスメントカ＼ら計画の立案へ   

まず個人や集団のエネルギーや栄養素の摂取量が適切かどうかをアセスメントす  

る。そのために必要なツールが食事摂取基準である。アセスメントに基づいて、食事  

の改善のための計画をたてる。計画では、エネルギーや栄養素の摂取量の目指すべき  

値を決定する。その際、エネルギーや各栄養素の中で、優先すべきものはなにか、順  

位を決めておく。   

計画の実施・評価・改善へ   

食事の計画を実施していく。計画どおりに進んでいるかどうか、経過を観察し、評  

価する。その際、エネルギーや栄養素の摂取量が計画どおりの値になっているかどう  

か、観察、評価する指標が食事摂取基準である。評価の結果に基づいて、改善を行う。   

PDCA   

PDCAサイクルは、必ずアセスメントに基づいた計画からはじまるのではなく、  

評価からはじめて改善につなげることもできる。重要なのは、アセスメントや評価が  

なされないまま継続されることがないよう、どの段階からでも評価を行い、改善を行  

うことで、食事の質を高めてい＜ことにある。  
ヽ   

図2 食事摂取基準の適用とPDCAサイクル  

実施（Do）  評価（Check）  計画立案（Plan）  

エネルギー・栄  

養素の摂取量  

が適切かどう  

かをアセスメ  

ントする  

アセスメント  

に基づき、エネ  

ルギー・栄養素  

摂取量の目指  

すべき値を決  

定する  

エネルギー・栄養素摂取量が  

計画どおりの値となっている  

かどうか、その値が妥当かど  

うか、観察、評価する  

計画を実施  

する  

改善（Action）  

評価に基づき、計画を修正する   
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（2）アセスメントの方法と留意点   

一食事摂取基準の活用は、「アセスメント」することからはじまる一   

食事摂取基準を使って、エネルギーや栄養素の摂取量が適切かどうかをアセスメン  

ト（評価）する0その評価は、食事調査によって得られる摂取量と食事摂取基準の各   

指標で示されている値を比較することによって行うことができる。  

図3 食事摂取基準を適用したアセスメント   

■● ■享≡ー一言幸三享  ＼／讐  
：木こ  

しダ準甲かどう力、を瀞隼 
⊥  

三郎感激量lこは測定言呉差があることを考慮す重   

工ネルギーや栄責素の摂取量を把握するために行われる食事調査の結果には、必ず  

測定誤差が存在する。すなわち、調査結果から得られる摂取量は、真の摂取量を示す  

ものではな＜、この数値よりも多いことも少ないこともあり得る。このように、完璧  

な値ではないが、アセスメントにはそうした値を使うことになる。したがって、その  

値がどのくらいの不十分さを伴うものなのか、その値のもつ限界を理解することが求  

められる。   

食事調査から得られる摂取量を用いてアセスメントを行うには、あら力、じめ、食事  

調査の測定誤差の種類とその特徴、程度を矢ほことが必要である。  

主ネルギー摂取量のアセスメントは、E咄   

食事調査では、エネルギー摂取量の過小申告が生じる。過小申告の程度が大きいと、  

推定エネルギー必要量と比較しても、その量が適切かどうかを評価することはできな  

い0また、エネルギー摂取量が適切かどうかは、エネルギー出納が正か負力、による。  

体格指数（成人であれば通常BodyMasslndex（BMJ）を用いる）の測定誤差は、  

食事調査から得られるエネルギー摂取量の測定誤差よりもはるかに小さいため、エネ  

ルギー摂取量のアセスメント（評価）には、BMlを用いる。また、体重の減少や増加  

を自指す場合には経過観察も必要であり、モニタ」ングは体重を指標とする。  
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〈アセスメントにおける留意点〉   

一食事調査の測定誤差の種類とその特徴、程度を知る一  

食事調査の測定誤差で、特に留意を要するものは、過小申告・過大申告と日間変動   

である。  

過小申告・過大申告  

食事調査では、その多くが対象者による自己申告に基づくため、申告誤差は避けら   

れない。申告誤差には、過小申告と過大申告があり、このうら出現頻度が高いのは過   

小申告で、その程度が大きいのはエネルギー摂取量の過小申告である。  

エネルギー摂取量については、調査法や対象によってその程度は異なるものの、日   

本人でも集団平均として男性11％程度、女性15％程度の過小申告が存在すること   

が報告されている。  

また、過小申告・過大申告の程度は肥満度の影響も強＜受けることが知られている。   

日本人においても、24時間尿中排泄量から推定した窒素、カリウム、ナトリウムの   

摂取量を比較基準として申告された摂取量との関係を肥満度（BMl）別に検討したと   

ころ、3種類ともBMlが低い群で過大申告の傾向、BMlが高い群で過小申告の傾向   

があったことが報告されている。  

日間変動  

エネルギーや栄養素の摂取量には日間変動が存在する。日間変動の程度は、個人や   

集団によって、また栄養素によって、異なる。  

集団を対象として摂取状態の評価を行うときには、集団における摂取量の分布のば   

らつきが結果に無視できない影響を与える。調査日数が短いほど、習慣的な摂取量の   

分布曲線に比べて、調査から得られる分布曲線は幅が広くなる。このため、食事摂取   

基準で示された数値を用いて、過不足を示す者の割合を算出すると、その割合は、調   

査日数によって異なってくる。   

表2 日本人の成人女性において、習慣的な摂取量の±5％または±10％の範囲に入る  
摂取量を個人レベルで得るために必要な調査日数  

島年ヒ著する邑呉童至i伯励   ±5く；！ら  ±1C19ら   

年■も【■   ⊂P年う   詣机椚＝彗2   ⊂手ほ羊う   声亀●も毯2   

二亡ニネルギー・〔kca】′〔∃）   15   12   4   3   

たん亡。ま＜賃（g／日）   21   21   5   5   

8琶鯛〔畠′日）   43   43   11   11   

■旬♯l二l触角乃声醇 r畠′巨l）   59  15  

多馳イニl匂利］8b8万世〔A′ヒヨ）   eil  1ヒl  

：コL／ステ⊂コール〔m凧′［∃）   1く）9  2了  

途箕水1ヒ†物〔島′∈］）   19   13   5   3   

廉1勿l戯紳〔g′∈∃〕   4亡I  12  

力ロテン〔い凧′ヒヨ）   2bi3   14＿0   64   こうミラ   
とごタミンC〔伴侶／E］）   132   8Cl   33   2U・   

カリウム〔m呈／日）   30   21   8   8   

カルミノウム〔n′lg′l∃）   （55   47‾   1t5   12   

艦矢〔汀Ig／R）   31   27   8   7   

1平均年齢49．8歳、42人、東海地方、16日間秤量食事記録法。  
2平均年齢61．2歳、60人、宮城県農村部、12日間秤量食事記録法。  

く出典〉厚生矧動省：「日本人の食事摂取基準」策定検討会報告書（2010年版），P24  
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一食事調査以外でアセスメントに役立つ情報には、身体状況調査、臨床症状・臨床検   

査がある一   

身体状況の体格指数（BMl）や体重は、エネルギー摂取量のアセスメントやモニタ  

ー」ングの指標として利用する。   

栄養素の摂取量の過不足の指標として、臨床症状や臨床検査も利用可能であるが、  

これらの症状や検査値は、対象とする栄養素の摂取状況以外の影響も受けた結果であ  

るため、慎重に解釈し、他の情報も含めて総合的に判断する。  

ー栄養価計算を行う際の誤差や調理による栄養素の変化率を正確に反映させること   

は困難であることを知る一   

食事調査からエネルギーや栄養素の摂取量を推定したり、献立からエネルギーや栄  

養素の給与量を推定したりする際には、食品成分表を用いて栄養価計算を行うことに  

なるが、食品成分表の栄養素量と、実際にその摂取量や給与量を推定しようとする食  

品の中に含まれる栄養素量は必ずしも同じではない。しかし、この誤差の方向やその  

程度を定量化して示すことは困難である。   

また、食事摂取基準で示されている数値は摂取時を想定したものである。そのため、  

調理中に生じる栄養素量の変化を考慮して栄養価計算を行わなければならないこと  

になり、水溶性ビタミンや一部のミネラルなど調理による変化率が大きいものもある  

が、現時点では調理中に生じる栄養素量の変化率をすべて考慮して栄養価計算を行う  

ことは困難である。   

栄養素の摂取量や給与量を計算して食事摂取基準との比較を行う場合には、こうし  

た不確定な要素が含まれている点に留意し、慎重に対応することになる。  

◆抑を虜吸着家居慶するための牌とぼ   

習慣的な摂取量を把握するためには、食事記録法または食事思い出し法といった食  

事調査の方法が用いられる。   

どのような調査方法を用いても、真の摂取量を把握することは不可能である。把握  

した摂取量は、この数値よりも多いことも、少ないこともあり得る。   

特に、いずれの調査方法にも日間変動が存在する。この問題に対処するためには、  

2日間（できれば非連続した2日間）以上の日数にわたって調査を行い、その平均値  

を用いることが望ましい。なお、習慣的な摂取量を把握するために、国際的に認めら  

れた食事調査日数は、非違続2日間または連続した3日間である。   

しかし、現時点では食事摂取基準を正しく活用するための方法を検討した応用統計  

学的な研究は乏しく、特に日本人を対象としたものは極めて少ない。このため、具体  

的な手法を提示できる段階にはなく、研究による実践的検証が望まれる。また、調査  

日数を増やしても日間変動等測定誤差が0（ゼロ）になることはないので、各種調査  

方法の特徴や限界を理解して、利用することが重要である。  
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（3）食事摂取基準の指標別にみた活用上のポイント  

〈推定エネルギー必要量〉   

推定エネルギー必要量は、二重標識水法により測定されたエネルギー消費量から  

計算された身体活動レベルを用いて、基礎代謝量と身体活動レベルの積として算定  

されている。対象者の基礎代謝量と身体活動レベルが得られれば推定エネルギー必  

要量が求められることも示しているが、基礎代謝量の測定は容易ではなく、身体活  

動レベルには推定誤差が存在するため、活用において、基礎代謝量と身体活動レベ  

ルを用いてエネルギー量を推定することは実践的でない場合もある。   

また、食事調査から得られるエネルギー摂取量には過小申告等の誤差が存在し、  

推定エネルギー必要量には身体活動レベルの推定誤差等が存在するため、食事調査  

によるエネルギー摂取量とエネルギー摂取基準の指標である推定エネルギー必要量  

を比較しても、エネルギー出納の正負を判断することは困難である。このため、エ  

ネルギー摂耳又量のアセスメント（評価）にはBMlを、変化を評価するモニタリング  

には体重を指標として用いる。  

く推定平均必要量と推奨量〉   

推定平均必要量と推奨量が決められるのは、不足（充足）状態を客観的に測定する  

ことが可能な生体指標が存在し、人為的に不足（充足）状態を作り得る栄養素だけで  

ある。   

推定平均必要量は、個人では不足の確率が50％であり、集団では半数の対象者で  

不足が生じると推定される摂取量であることから、個人がこの値を下回って摂取して  

いる場合、あるいはこの値を下回っている対象者が多くいる場合には、摂取不足を防  

ぐための計画をたてる。   

推奨量は、個人では不足の確率がほとんどなく、集団では不足が生じていると推定  

される対象者がほとんど存在しない摂取量であることから、この値の付近かそれ以上  

を摂取している場合には、不足のリスクはほとんどない。  

く目安量〉   

推定平均必要量、推奨量が設定されない場合に限り設定される指標である。   

目安量は、不足による問題が観察されていない健康な人々を対象として、栄責素の  

摂取量を観察した疫学的研究によって得られるものであり、原則として、習慣的な栄  

養素の摂取量の中央値（50パーセンタイル値）である。   

目安量は、十分な量であり、目安量以上を摂取している場合は、不足のリスクはほ  

とんどない。一万、摂取量が目安量未満の場合、不足の有無やそのリスクを示すこと  

ができない。  
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〈耐容上限量〉   

真の「耐容上限量」は、理論的には、人を対象とした研究による「健康障害が発現  

L／ないことが知られている量」の最大値（健康障害非発現量、n00bser＞edad＞erSe  

effectle＞el：NOAEL）である。しかし、人の健康障害非発現量に関する研究は少  

なく、また特殊な集団を対象としたものに限られていて、多＜の場合、ある栄養素の  

摂取量が過剰に多い特殊な集団やサプリメント等からの過剰摂耳則こよる健康発現症  

例に基づいて、「健康障害が発現したことが知られている量」の最小値（最低健康被  

害発現量、lovvest obser＞ed ad＞erSe effectlevel：LOAEL）が得られている場  

合に、これに不確実性因子を加味して決定している。   

耐容上限茎は、この値を超えて摂取した場合、過剰‡即引こよる健康障害が発生する  

リスクが0（ゼロ）より大きいことを示す。耐容上限量は「これを超えて摂取しては  

ならない量」というよりむしろ、「できるだけ接近することを回避する量」であり、  

適切な摂取量の上限量として理解してはならない。  

〈目標量〉   

目標量は、生活習慣病の一次予防に資することを目的とした指標である。目標量と  

同じ値、またはその範囲内で摂取している場合は、生活習慣病のリスクは低いが、生  

活習慣病を発症しないということではない。   

生活習慣病の要因は多数あり、食事はその一部なので、目標量の扱い万は、関連す  

る要因や対象者・対象集団の特性も＋分に理解した上で決定することになる。例えば、  

ナトリウム（食塩）の目標量は、高血圧の予防等の観点から算定されているが、高血  

圧が関連する生活習慣としては肥満や運動不足等とともに、アルコールの過剰摂取や  

カリウム不足もあげられること力＼ら、その扱い方にはこれらを十分に考慮する必要が  

ある。   

また、生活習慣病は長年の生活習慣の結果として発症するので、短期間に厳しく管  

理するのではなく、長期間で管理を行うことが重要である。  
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◆g度量を朗する場合仁お／ナる予ノ防ぎg彪とする．生一曹ぎ腰痛に魔窟す名厨子の考慮の  

払方とば   

目標量は、生活習慣病の一次予防に資することを目的に設定されているが、生活習慣病の  

要因は多数あり、食事はその一部である。このため、目標量を活用する場合は、予防を目的  

とする生活習慣病に関連する因子の存在とその程度を明らかにし、これらを総合的に考慮す  

る必要がある。したがって、対象とする栄養素の摂取量の改善だけを目指すのではなく、関  

連する他の危険因子や予防因子にも十分に配慮する。  

一予防を目的とする生活習慣病に関連する因子の存在とその程度を明らかにする一   

例えば、心筋梗塞を例にとると、その危険因子としては肥満、高血圧、脂質異常症と  

ともに、喫煙や運動不足があげられる（図4）。栄養面では、食塩の過剰摂取、飽和脂肪  

酸やコレステロールの過剰摂取も関連要因としてあげられ、リスク低下の観点から目標  

量が設定されている。このように関連する因子は数多くあり、その存在を確認するとと  

もに、それぞれの因子で科学的根拠の強さや発症にどれほどの影響を与えるかが異なる  

ので、その程度も確認する必要がある。  

－その疾患を予防するという観点から、目標量について考えることが重要である一   

目標量の数値よりも、その目標量が予防しようとしている疾患について、その疾患に  

関連する危険因子や予防因子になにがあるのか、対象者や対象集団におけるこの疾患の  

リスクはどの程度で、関連する因子を有している状況やその割合がどのくらいかを把握  

しなければならない。その上で、目標量という観点からではな＜、その疾患を予防する  

という観点から、目標量について考えることが重要である。  

く出典〉佐々木敏：食事摂取基準入門－－そのこころを読む－－．同文書院（2010）  
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◆．若者素の辞任からみたガ窟と慶芳腰■鱈とば   

食事摂取基準は、エネルギーや栄養素の摂取量についての基準を示すものであるが、   

示された数値の信頼度や活用における優先順位は栄養素間で必ずしも同じではない。   

食事摂取基準の適用のねらいとしては、生命の維持や健全な成長、健康の保持・増進   

のために、①エネルギー摂取の過不足を防ぐこと、②栄養素の摂取不足を防ぐことが優   

先され、次いで、③生活習慣病の一次予防を目指すことになる。したがって、優先順位   

としては、通常の食品を摂耳又している場合は、推定平均必要量、推奨量、目安量が優先   

され、次に目標量について考えることが望ましい。また、人で明確な欠乏症が確認され   

ていない栄養素や、食品成分表に未収載のため摂取量や給与量を推定できない栄養素の   

優先順位は低い。一万、サプリメントなど通常以外の食品を摂取している場合には、耐   

容上限量も優先される。   

以上の考え方から、優先順位は、①エネルギー②たんばく質③脂質（％エネルギー）   

④五訂増補日本食品標準成分表に収載されているその他の栄養素（推定平均必要量、推   

奨量、または目安量が策定されている栄養素）⑤五訂増補日本食品標準成分表に収載さ   

れているその他の栄責素（目標量が策定されている栄養素）⑥五訂増補日本食品標準成   

分表に収載されていない栄養素となり、実際の活用においては、具体的な栄養素を特定   

しなければならない。   

ただし、この優先順位は固定したものではなく、対象とする個人や集団の特性や、食   

事摂取基準の活用目的などに応じて、エネルギーに加え、必要かつ十分な種類の栄養素   

を理論的かつ実践的に選択して用いることが重要である。  

表3 食事摂取基準を活用する場合のエネルギーや栄養素の優先順位（通常の食品を摂取している場合）  

食事摂取基準の  

適用のねらい   
エネルギー・栄養素群   栄養素（例）   注釈   

亘）エネルギー摂取の   ①エネルギー  

過不足を防ぐために  
アルコールも含む   

②たんばく質   たんばく箪  

③脂質   脂質   単位は％エネルギー  

（重篤な）欠乏症が知られて   ②栄養素の摂取不足  
を防ぐために  ④五訂増補日本食品標準成分  ビタミンA       ■＝・－一撃 ■■ 表に収載されているその他の  ビタミンBl  

ビタミンB2  おり、その回避の観点から、  

ビタミンC  重要な栄養素。  

カルシウム  比較的短期間における摂取量  

れている栄養素）  
鉄  

に留意。   

⑤五訂増補日本食品標準成分  飽和脂肪酸   生活苦慣病の一次予防の観点  

③生活習慣病の一次  表に収載されているその他の  食物繊維   から、重要な栄養素。   

予防に資するため   栄養素（目標量が策定されて  ナトリウム（食塩）  比較的長期間における摂取量  

いる栄養素）   カリウム   に留意。  

⑨五訂増補日本食品標準成分  
通常では優先度は低いもの。  

表に収載されていない栄養素  
特殊な集団や特殊な食習慣を  

もつ場合などでは留意。   

〈出典〉厚生労働省：「日本人の食事摂取基準」策定検討会報告書（2010年版），P20に一部加筆  
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Ⅲ 食事改善、給食管理を目的とした食事摂取基準の活用の基本的  
考え方とそのポイント   

食事摂取基準の策定の理論を理解し、食事改善、給食管理を目的として食事摂取基準  

を活用する場合には、アセスメント及び計画等において、食事摂耳又基準を適用し、適切  

なエネルギーや栄養素の摂取量について目標となる値を提案・決定することになる。こ  

こでは、その適用の方法を中心に解説を行うこととした。   

1．食事改善（個人）を目的とした活用   

個人の食事改善を日的とした食事摂取基準の適用の基本的概念を園5に示した。   

食事摂取基準を適用し、食事摂取状態のアセスメントを行い、個人の摂取量から、  

摂取不足や過剰摂取の可能性等を推定する。その結果に基づいて、食事摂取基準を適  

用し、摂取不足や過剰摂取を防ぎ、生活習慣病の一次予防のための適切なエネルギー  

や栄毒素の摂取量について目標とする値を提案し、食事改善の計画、実施につなげる。   

また、目標とするBMlや栄養素摂取量に近づけるためには、料理・食物の量やバラ  

ンス、身体活動量の増加に関する具体的な情報の提供、効果的なツールの開発等、個  

人の食事改善を実現するための栄養教育の企画や実施、評価もあわせて行うこととな  

る。  
図5 食事改善（個人）を目的とした食事摂取基準の適用の基本的概念  

（1）食事摂取状態の評価（アセスメント）  

個人の食事改善を目的として食事摂取基準を適用した食事摂取状態のアセスメン   

トの概要を図6に示した。  

アセスメントには、食事調査による個人の摂取量を用いるが、個人が日々選択する   

食品は異なり、食欲も違うなど、日々の摂取量に影響を及ぼす様々な要因が存在する   

ため、個人の習慣的な摂取量を把握することは困難である。このように個人の摂取量   

は、大きな測定誤差が含まれた値であり、特に日間変動が大きく、個人の真の摂取量   

ではないことを理解する。   

そうした数値の限界を理解した上で、摂取量から、食事摂取基準の指標を適用して、   

アセスメントを行う。なお、エネルギー摂取量のアセスメントは、エネルギー出納の   

正負を評価するものであり、その評価指標にはBMlを用いる。  
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図6 食事改善（個人）を目的とした食事摂取基準の適用による食事摂取状態  
のアセスメント  

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉   

－BMIまたは体重変化量を用いて評価する－  

＞ エネルギー摂取量の過不足のアセスメントには、BMlを用いる。  

＞ 体重の減少や増加を目指す場合には、経過観察が必要であり、変化を評価するため  

のモニタリングには体重を用いる。同様に、BMlが正常範囲（18．5以上25．0未満）  

にあっても、体重が増加傾向あるいは減少傾向にある場合には、体重変化量を測定  

し、適切に対応する。   

－乳幼児及び小児の場合は、成長曲線を用いて評価する－  

＞ 乳幼児及び小児のエネルギー摂取量の過不足のアセスメントには、成長曲線を用い   

る。体重や身長を計測し、成長曲線のカーブに沿っているか、体重増加がみられず  

成長曲線から大きくはずれていっていないか、成長曲線から大きくはずれるような   

体重増加がないか、成長の経過を観察する。  

〈栄養素の摂取不足の評価〉   

一推定平均必要量、推奨量を用いて、栄養素の摂取不足の確率を推定する－  

＞ 摂取量が推定平均必要量と同じ値の場合、不足している確率は50％である。  

摂取量が推定平均必要量を下回るほど、不足している確率は高くなっていく。  
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摂取量が推奨量と同じ値の場合、不足している確率はほとんどない（不足している  

確率は2．5％である）。   

一目安量を用いて、その量以上かどうかを確認する－  

＞ 摂取量が目安量以上の場合には、不足している確率はほとんどない。   

摂取量が目安量未満の場合は、不足の有無やその確率を判断できない。  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉   

一耐容上限量を用いて、栄養素の過剰摂取の可能性の有無を推定する＿  

＞ 摂取量が耐容上限量を超えている場合には、過剰摂取と判断する。   

〈生活習慣病の一次予防を目的とした評価〉   

一目標量を用いて、生活習慣病の一次予防の観点から評価する－  

＞ 摂取量が日標量（または範囲内）に達している場合は、対象とする生活習慣病のリ   

スクは低い0なお、目標量を活用する場合は、対象とする生活習慣病に関連する因   

子の存在とその程度を明らかにし、これらを総合的に考慮する必要がある。   

（2）食事改善の計画と実施   

食事摂取状態のアセスメント結果に基づき、食事摂取基準を適用した食事改善の計画  

と実施の概要を園7に示した。   

計画で副票とする値は、あ＜までも得られた情報から推定しているものであり、絶対  

に守るべき値ではない0不確定な要素を含む値であることを理解し、体格と摂取量のモ  

ニタリングを行い、計画を修正していくことが必要となる。   

図7 食事改善（個人）を目的とした食事摂取基準の適用による食事改善の計画と実施  

〔食事摂取状態のアセスメント（評価）〕  

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉  

〔食事改善の計画と実施〕   

BMlまたは体重変化量を用いて評価  

〈栄養素  の摂取不足の  

推定平均必要量、推奨量を用いて、栄養素の  

摂取不足の可能性とその確率を推定  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉  

耐容上限量を用いて、栄養素の過剰摂取の  

可能性の有無を推定  

〈生活習慣病  の一次予防を目  的とした評価〉  

目標量を用いて、生活習慣病の一次予防の  

観点から評価  
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〈エネルギー摂取の過不足を防ぐため〉  

＞ BMlが正常範囲内に留まることを目的として計画を立てる。  

＞ BMJが18．5未満の場合は原則とL／てエネルギー摂取量の増加を図り、BMlが25．0   

以上の場合は原則としてエネルギー摂取量の減少と身体活動の増加を図ることとな   

るが、健康状態等を考慮に入れ、体重が改善することを目的に計画を立て、その変  

化を確認する。  

〈栄養素の摂取不足を防ぐため〉  

＞ 摂取量が推定平均必要量未満の場合は、不足の確率が50％以上あるため、推奨量を  

目指し摂取量を増やす計画を立てる。  

＞ 摂取量が推定平均必要量以上であるが推奨量未満の場合は、他の栄養素の‡買取や身   

体計測、臨床検査の結果なども考慮し、現状の摂取量を維持し継続的に評価しても   

よいが、推奨量を目指すと現状を維持するよりも必要量を充足する確率は高＜なる   

ので、推奨量を目指すことが勧められる。  

＞ 目安量付近かそれ以上を摂取している場合は、現在の摂取量を維持する。  

＞ 目安量未満の場合は、不足の有無やそのt」スクが判断できない。なお、大幅に下回  

っている場合には、エネルギーや他の栄養素の摂取、身体計測や臨床検査の結果な  

どを考慮し、判断することになるが、目安量を目指し摂取量を増やす計画を立てて  

も差し支えない。  

く栄養素の過剰摂取を防ぐため〉  

＞ 耐容上限量を超えて摂取している場合は、耐容上限量未満にするための計画を立て   

る。耐容上限量を超えた摂取は避けるべきであり、それを超えて摂取していること   

が明らかになった場合は、その回避のための計画を速や力＼に立て実施する。  

く生活習慣病の一次予防に資するため〉  

＞ 目標量の範囲外の量を摂君又している場合は、範囲内に入ることを目的とした計画を  

立てる。なお、この場合、予防を目的としている生活習慣病が関連する他の栄養関   

連因子等の存在とその程度を明らかにし、これらを総合的に考慮した上で、改善の   

程度を判断するとともに、少しずつ目標量に近つけるような計画を立て実施する。  
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2．食事改善（集団）を目的七した活用   

集団の食事改善を目的とした食事摂取基準の適用の基本的概念を園8に示した。   

食事摂取基準を適用し、食事摂取状態のアセスメントを行い、集団の摂取量の分布  

から、摂取不足や過剰摂取の可能性がある人の割合等を推定する。その結果に基づい  

て、食事摂取基準を適用し、摂取不足や過剰摂取を防ぎ、生活習慣病の一次予防のた  

めの適切なエネルギーや栄養素の摂取量について目標とする値を提案し、食事改善の  

計画、実施につなげる。   

また、目標とするBMlや栄養素摂取量に近つけるためには、そのための貴行動・食  

生活や身体活動に関する改善目標の設定やそのモニタリンク、改善のための効果的な  

各種事業の企画・実施等、公衆栄責計画の企画や実施、評価もあわせて行うこととな  

る。  
図8 食事改善（集団）を目的とした食事摂取基準の適用の基本的概念  

（1）食事摂取状態の評価（アセスメント）   

集団の食事改善を目的として食事摂取基準を適用した食事‡冥耳別犬態のアセスメン   

トの概要を園9に示した。   

アセスメントには、食事調査による集団の摂取量の分布を用いるが、栄養素の摂取   

不足の評価として、推定平均必要量を下回る人の割合を算出するためには、統計学的   

手法（確率法・カットポイント法）を用いることになる。その手法の活用に際しては、   

必要量や摂取量の相関関係、それぞれの分散の大きさの違いなど、エネルギー・栄養   

素や集団の特性の特徴について理解する必要がある。   

また、食事調査による集団の習慣的摂取量も、過小申告・過大申告など、測定誤差   

が含まれた値であり、集団の真の摂取量ではないことを理解する。  

こうした手法や数値の限界を理解した上で、摂取量の分布から、食事摂取基準の指   

標を適用して、アセスメントを行う。なお、エネルギー摂取量のアセスメントは、エ   

ネルギー出納の正負を評価するものであり、その評価指標にはBMlを用いる。  
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図9 食事改善（集団）を目的とした食事摂取基準の適用による食事摂取状態  
のアセスメント  

食事摂取基準の各指標で  
示されている値  

集団の摂取量の分布  
摂取量と必要量との  
相関関係、必要量の  
分布が正規分布であ  
るか、摂取量の分散  
と必要量の分散のど  
ららが大きいか、そ  
の特徴を理解  

ヽ   ／  測定誤差がある  

ことを理解  

〔アセスメント〕  

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉  

〈栄養素の摂取不足の評価〉  

統計学的手法（確率法・カット  
ポイント法）を理解  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉  

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉   

－BMlの分布から、BMlが正常範囲外にある者の割合を算出する－  

＞ 測定されたBM（の分布から、BMJが18．5未満にある人の割合、BMtが25．0以上  

にある者の割合を算出する。  

〈栄養素の摂取不足の評価〉   

－摂取量の分布から推定平均必要量を下回る人の割合を算出する－  

＞ 測定された摂取量の分布から、推定平均必要量を下回る人の割合を算出する。正し   

い割合を求めるためには確率法があるが、簡便法としてカットポイント法を用いる  

ことが多い。  

◆彦賓彦、カットポイント磨とば 〝♂脚  

＞ 寅事摂取基準が導入される以前の「栄責所要量」の時代には、対象集団の1日当た   

りのエネルギー・栄養素摂取量の平均値が、その集団の平均栄養所要量（現行の推   

奨量の各人の該当する値の平均値）に対してどのくらいの割合を示すかを、「充足率」  

として示していた。しかし、この方法では、どのくらいの人が充足（不足）してい   

るのか、その割合を評価することはできなかった。仮に、集団の摂取量の平均値／   

推奨量＝100％であっても、推定平均必要量を下回る人が存在するからである。し   

たがって、集団の摂取不足のアセスメントには、集団の摂取量の平均値／推奨量は   

用いることができない。  
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一摂取量の中央値が目安量以上かどうかを確認する－  

＞ 測定された摂取量の中央値が目安量以上の場合は、不足者の割合は少ない。測定さ   

れた摂取量の中央値が日安量未満の場合は、真に不足状態にある人との割合が一致  

しないので、判断できない。  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉   

一摂取量の分布から耐容上限量を上回る人の割合を算出する－  

＞ 測定された摂取量の分布から、耐容上限量を上回る人の割合を算出する。  

く生活習慣病の一次予防を目的とした評価〉   

一摂取量の分布から目標量の範囲を逸脱する人の割合を算出する－  

＞ 測定された摂取量の分布から、目標量の範囲を逸脱する人の割合を算出する。  

◆彦率彦、カットボイン′磨とば   

集団における摂取量の不足を評価する方法として確率法がある。確率法では、対象集  

団の摂取量の分布とこの中で摂取量が不足している者によって構成される集団における  

摂取量の分布から、不足者の割合を算出する。確率法の使用には、習慣的な摂取量と必  

要量が独立した関係にある（相関関係にない）、必要量の分布が知られているといった利  

用可能な条件が前提として整う必要があり、複雑な計算が必要になる。確率法の概念を  

図10に示した。  

実線は、対象集団における摂取量の分布、  

点線は、この中で摂取量が不足している  

人によって構成される集団における摂取  

量の分布を示す。  

不足者の割合は、（点線と×軸で囲まれた  

領域の面積）÷（実線と×軸で囲まれた  

の面積）で得られる。  

それぞれの摂取量において、ある確率で  

不足者が存在する。その確率は摂取量が  

推定平均必要量の場合に50％であり、  

それより摂取量が少ないところでは  

50％より高く、それより摂取量が多いと  

ころでは50％より低い。そして、推奨  
量付近で2～3％となる。この図は、摂  

取量の分布は正規分布に従うと仮定し、  

平均値を96g／日に、推定平均必要量を  

65g／日に、推奨量を101g／臼に設定し  

た場合である。  
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図10 集団における食事摂取状態の評価を行うための方法（確率法）の概念  

く出典〉厚生労働省：「日本人の食事摂取基準」策定検討会報告書（2010年版），P31  
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現実的には、簡便法としてカットポイント法を用いることが多い。カットポイント法  

の概念を図11に示した。  
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図11集匡‖こおける食事摂取状態の評価を行うための方法（カットポイント法）  
の概念  

〈出典〉厚生矧動省：「日本人の食事摂甘又基準」策定検討会報告書（2010年版），P32  

個人が自分の必要量を知り得ないと仮定すると、集団における摂取量と必要量の関連はな   

い。この仮定はエネルギーを除いて成り立つものと考えられる。次に、摂取量と必要量のそ   

れぞれの分布がともに正規分布に従うと仮定し、摂取量の平均値が推定平均必要量付近にあ   

ると仮定すると、不足している人は直線y＝×とy軸で囲まれた部分に存在し、不足していな   

い（充足している）人は直線y＝×と×軸で囲まれた部分に存在することになる。さらに、×   

＝推定平均必要量とy＝推定平均必要量という直線を加えると、すべての領域は6つの人（①   

～⑥）に分かれる。すなわら、不足している人は領域④＋⑤＋⑥に存在する。ところで、領   

域①と領域④に存在する人数はほぼ同じになると考えられるため、不足している人数は領土或   

①＋⑤＋⑥に等しい。これは、摂取量が推定平均必要量に満たない者の人数に他ならない。  

なお、カットポイント法では、集団における特定の誰が必要量を満たしているのか、ある   

いは、満たしていないのかを判定できないことに留意しておく必要がある。  

カットポイント法は、（1）摂取量と必要量が独立した関係にある（相関関係を示さ  

ない）、（2）必要量の分布が推定平均必要量を中心とした正規分布に類似している、  

（3）摂取量の分散が必要量の分散よりも大きい場合に、不足者の割合を算出するのに  

適している。   

エネルギーのように必要量の増加に伴い摂取量が増加する（必要量と摂取量が相関関  

係にある）場合、月経のある女性における鉄の必要量の分布のように正規分布から大き  

くひずんでいる場合、また長期入所施設等の対象集団で摂取量の分散が必要量の分散よ  

り小さい場合は、カットポイント法で求めた値が真の割合から遠ざかることが知られて  

いるため、カットポイント法の使用は適さない。  
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（2）食事改善の計画と実施   

集団の食事改善を目的とした食事摂取状態のアセスメント結果に基づき、食事摂取基  

準を適用した食事改善の計画と実施の概要を図12に示した。   

計画で目標とする値は、あ＜までも得られた情報から推定しているものであり、絶対  

に守るべき値ではない。不確定な要素を含む値であることを理解し、体格と摂取量のモ  

ニタ」ングを行い、計画を修正していくことが必要となる。   

図＝2 食事改善（集団）を目的とした食事摂取基準の適用による食事改善の計画と実施  

〔食事摂取状態のアセスメント（評価）〕  

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉  

〔食事改善の計画と実施〕  

く栄養素の過剰摂取の評価〉   

〈生活習慣病の一次予防を目的とした評価〉  

〈エネルギー摂取の過不足を防ぐため〉  

＞ エネルギー摂取の過不定に関して、BMIが正常範囲内に留まっている人の割合を増   

やすことを目的として計画を立てる。  

く栄養素の摂取不足を防ぐため〉  

＞ 推定平均必要量を下回って摂取している人の割合をできるだけ少な＜するための計  

画を立てる。  

＞ 摂取量の中央値が目安量未満の場合、真に不足状態にある人との割合が一致しない   

ので、判断できないが、摂取量の中央値を目安量付近まで改善させるための計画を   

立てても差し支えない。  
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〈栄養素の過剰摂取を防ぐため〉  

＞ 集団内のすべての人の摂取量が耐容上限量未満にするための計画を立てる。耐容上   

限量を超えた摂取は避けるべきであり、それを超えて摂取している人がいることが   

明らかになった場合は、その回避のための計画を速やかに立て実施する。  
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く生活習慣病の一次予防に資するため〉  

＞ 摂取量が目標量の範囲内に入る人または近づく人の割合を増やすことを日的とした   

計画を立てる。なお、この場合、予防を目的としている生活習慣病が関連する他の   

栄養関連因子等の存在とその程度を明ら力＼にし、これらを総合的に考慮した上で、   

改善の程度を判断するとともに、少しずつ目標量に近づけるような計画を立て実施  

する。  

3．給食管理を目的とした活用   

給食管理を目的とした食事摂取基準の適用の基本的概念を図13に示した。   

対象集団の特性の把握を行い、食事摂取基準を適用し、食事摂取量のアセスメント  

を行い、集団の摂取量の分布から、摂取不足や過剰摂取の可能性がある人の割合等を  

推定する。その結果に基づいて、食事摂取基準を適用し、摂取不足や過剰摂取を防ぎ、  

生活習慣病の一次予防のための適切なエネルギーや栄養素の摂取量について目標とす  

る値を決定し、それに基づいて具体的な献立を作成し、適切な品質管理のもとで調整  

された食事の提供を行う。   

個人や集団への食事改善を目的とした食事摂取基準の適用に比べ、食事提供によっ  

て特定多数人に対して継続白勺に介入する給食管理は、PDCAサイクルに墨っき食事摂  

取基準を適用する観点から、最も適したものといえる。   

また、適切な量や質の食事の提供とともに、喫貴書に対し、料理や食物の適切な選択  

のためにそれらの量やバランスに関する基本的な情報の提供を行うことも重要になる。  

特に、健康な人を対象とした食事提供が1日のうち1食（昼食）の給食施設において  

は、健康増進や生活習慣病の予防にその1食のエネルギー・栄毒素摂取量ガ寄与する  

割合は限定的であるので、そうした情報提供の機会として活用することも検討する。  

図13 給食管理を目的とした食事摂取基準の適用の基本的概念  
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（1）食事摂取量の評価   

給食管理を目的として食事摂取基準を適用した食事摂取量のアセスメントの概要を  

図14に示した。食事を提供している対象集団の特性（性、年齢、身体活動レベル等）  

を把握する。性、年齢、身体活動レベルを分類し、推定エネルギー必要量、推定平均  

必要量・推奨量、目安量が同じかどうか確認し、特性が類似するグループを決定する。  

基本的には、推定平均必要量等が類似のグループごとにアセスメントを行う。   

食事摂取量の把握は、給食だけではなく、すべての食事を対象とする。その中での給  

食からの寄与についての情報も得ることが望ましい。   

また、対象者全員が困難な場合は、無作為抽出で一部の人々を対象に、習慣的な摂取  

量調査を実施するように努める。いったん習慣的な摂取量調査の結果が集積されれば、  

矧以の施設で参考にすることもできる。   

アセスメントは、集団の食事改善を目的とした食事摂取基準の適用に準じる。  

図14 給食管理を目的とした食事摂取基準の適用による食事摂取量のアセスメントの  
概要  

■l  

推定平均必要量等が矧以のグループごとにアセスメントをすることが基本  

給食だけで  
はなく 
、 すべての食  
事を対象  

食事摂取基準の各指標で  
摂取量の分布   

〔アセスメント〕  
測定あるいは  
各種健康診断  
等の既存資料  
を活用して  
BMlの分布を  
把握  

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉  

く栄養素の摂取不足の評価〉  

く栄養素の過剰摂取の評価〉  

〈生活習慣病の一次予防を目的とした評価〉  

≡弘守   



〈エネルギー摂取の過不足の評価〉   

－BMIの分布から、BMIが正常範囲外にある人の割合を算出する－  

＞ BM［の分布から、BMlが18．5未満にある人の割合、BMlが25．0以上にある人の割合  

を算出する。  

〈栄養素の摂取不足の評価〉   

一摂取量の分布から推定平均必要量を下回る人の割合を算出する－  

＞ 測定された摂取量の分布から、推定平均必要量を下回る人の割合を算出する。   

一摂取量の中央値が目安量以上かどうかを確認する－  

＞ 測定された摂取量の中央値が日安量以上の場合は、不足者の割合は少ない。測定さ  

れた摂取量の中央値が目安量未満の場合は、真に不足状態にある人との割合が一致  

しないので、判断できない。  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉   

一摂取量の分布から耐容上限量を上回る人の割合を算出する一  

＞ 測定された摂取量の分布を用いて、耐容上限量を上回る人の割合を算出する。  

〈生活習慣病の一次予防を目的とした評価〉   

一摂取量の分布から目標量の範囲を逸脱する人の割合を算出する－  

＞ 測定された摂取量の分布を用いて、目標量の範囲を逸脱する人の割合を算出する。  

（2）食事計画の決定   

対象集団の特性並びに食事摂取量のアセスメント結果に墨っき、食事摂取基準を適用  

した食事計画のPDCAサイク）L／の概要を図15に示した。   

集団の特性（性、年齢、身体活動レベル、BMl（身長、体重））を踏まえ、基本的には、  

その特性に応じた推定平均必要量等が類似のグループごとに、給与量の決定を行う。す  

べての食事を提供するのか、一部を提供するの力＼についても考慮して決定する。   

エネルギーの給与量については、性、年齢階級、身体活動レベルから、BMlの分布の  

状況を考慮して決定する。   

栄養素の給与量については、推定平均必要量をした下回る人がほとんどいなくなるよ  

うに、また、日安量を下回る人ができるだけ少なくなるように計画する。さらに、耐容  

上限量未満にするように計画する。対象者全員が推奨量や目安量を満たす必要はなく、  

そのようにすると過剰摂取の人が出現する割合が大きくなることもあるため留意が必要  

である。   

また、対象の特性を考慮して、提供量の調節や工夫を行う。食事摂取基準に従った食  

事計画に基づく献立であっても、摂取されなければ、食事摂取基準を正しく適用したこ  
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とにはならない0給与エネルギー量や栄養素量は、あくまでも得られた情報から推定し  

ているものであり、絶対に守るべき値ではない。不確定な要素を含む値であることを理  

解L／、摂取状況のモニ9IJングを行い、計画を修正していくことが必要となり、PDCA  

サイクルにより、評価に基づいて次の食事計画を行うことが重要となる。  

図15 給食管理を目的とした食事摂取基準の適用による食事計画のPDCAサイクルの概要  

集団の特性（性、年齢、身体活動レ  

ベル、BMl（身長、体重））の把握  

推定平均必要量等が類似のグループごとに、給与栄  

養量を決定することが基本  

〔食事摂取量のアセスメント（評価）〕   

〈エネルギー摂取の過不足の評価〉  

BMlの分布から、正常範囲外にある  

人の割合を算出  

〈栄養素  の摂取不足の  

摂取量の分布から、推定平均必要量  

を下回る人の割合を算出  

〈栄養素の過剰摂取の評価〉  

摂取量の分布から、耐容上限墨を上  

回る人の割合を算出  

〈生活習慣病の一次予防を目的と  した評価〉  

摂取量の分布から、目標量の範囲を  

逸脱する人の割合を算出  
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〈エネルギー摂取の過不足を防ぐため〉  

＞ BMlが正常範囲に入っていることを前提に、エネルギー量は、性・年齢階級・身体   

活動L／ベルから推定エネルギー必要量を算出する。BMlが18．5未満の人や、BMt   

が25．0以上の人に対しては、個別に栄養管理を計画することが望ましい。  

〈栄養素の摂取不足を防ぐため〉  

＞ 推定平均必要量を下回る人がほとんどいなくなるよう献立を計画する。また推定平   

均必要量が設定できない栄毒素については、摂取量の中央値が目安量になるよう献  

立を計画する。  

＞ 具体的には推奨量または目安量に近い摂取量になるよう献立を計画する。これらよ   

り摂取量が少なくなる場合は、推奨量または目安量を目指した献立を計画する。推   

奨量を満たすことが困難な場合でも、推定平均必要量は下回らないように留意する。  

＞ 対象集団において、栄養素の不足者の割合を少なくするための単純な方法として分   

布シフト法がある。この方法は、ベースラインとなる習慣的な摂取量の分布の形を   

変えることなく、不足者の割合を少なくするために必要な栄養素の増加量について、   

単純にシフトさせる方法である。不足者の割合が2～3％以下になるように増加量   

を決定し、その量を実際の摂取量に加えることになるが、実行可能性を考慮すると   

ともに、その場合の摂取量の中央値が推奨蔓を超えることもあるので留意する。  

＞ 対象者全員が推奨量や目安量を満たす必要はなく、そのようにすると過剰摂取の人   

が出現する割合が大きくなることもあるため留意が必要である。  

〈栄養素の過剰摂取を防ぐため〉  

＞ 耐容上限量を超える人が出ないように献立を計画する。  

〈生活習慣病の一次予防に資するため〉  

＞ 摂取量が目標量の範囲内に入るような献立を計画する。なお、この場合、予防を目   

的としている生活習慣病が関連する他の栄養関連因子等の存在とその程度を明らか  

にし、これらを総合的に考慮した上で、改善の程度を判断するとともに、少しずつ  

目標量に近つけるような献立を計画、実施する。  
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◆一部の食事（併売ば昼食のみノ 家居解す名場合の倉手相の虎屋：右彦   

一部の食事（例えば昼食のみ）を提供する場合には、食事を提供する集団の1日の食  

事摂取量を把握し、そのうらで昼食が給与する割合をエネルギーと主要な栄養素につい  

て決定し、それを満たすことを目的として食事計画を決定することが望まれる。   

対象集団の一部であっても、その人々を対象とした習慣的な摂取量調査を実施するよ  

うに努める。いったん習慣的な摂取量調査の結果が集積されれば、類似の施設で参考に  

することもできる。   

健康増進や生活習慣予防の観点からは、昼食だけではなく1日当たりの習慣的摂取量  

を考えることが基本となるが、昼食での摂取量がその改善に大きく影響する低栄養時代  

とは異なり、肥満など摂取のアンバランスが課題となる現代では、昼食のみの管理には  

限界があり、1日のうらの伺％の提供がよいかについてはさまざまな検討が必要となる。   

また、食事提供の機会に、料理や食物の適切な選択につながる基本的な情報の提供を  

あわせて行うなど、食事提供の意義を高める万策を導入することも重要といえる。  

図16 「学校給食摂取基準」における食事摂取基準の活用例  
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Ⅳ 国レベルにおける食事摂取基準の活用における方向性と課題に  

ついて  

1．食事摂取基準の改定を踏まえた食事バランスガイドの見直しの必要性について   

「食事バランスガイド」は何をどれだけ食べたらよいかをわかりやすく料理例で示し  

たものであり、食事摂取基準2005年版の数値を参照にして作成されているため、本検  

討会の下に作業部会（部会リーダー 吉池信男）を設置し、その見直しの必要性につい  

ての検証を行った。  

く料理区分ごとの摂取の目安（SV）の基礎となるエネルギー量の区分について〉   

食事バランスガイドは、基本形となるエネルギー量2，200±200kcalを中心に、  

1，800±200kcal、2，600±200kcalの3つの区分を設け、主食、副菜、主菜等の5  

つの料理区分における摂取の目安（S＞）が示されている。   

食事摂取基準2010年版における推定エネルギー必要量の変更に伴い、6～7歳の身  

体活動レベルⅠ（女性）など1，600kcalを下回るケース、その一万で15～17歳の身  

体活動レベルⅢ（男性）など2，800kcalを上回るケースと、現行の区分では対応できな  

い部分が生じてきた。特に成長期においてエネルギー量が低いまたは高い場合には、必  

要に応じてS＞数を調整することになるが、低い方では1，400kcal程度、高い万では  

3，000kcal程度まで対応できるように、エネルギー量の下限及び上限の幅を広げること  

とした。これに伴い、性・年齢、身体活動レベルから見た1日に必要なエネルギー量と  

摂取の目安について、変更が必要となった。なお、身体活動レベルは、「低い」「ふつう  

以上」の2区分とし、その説明について日常生活の内容との整合性を囲った（図17）。  

く新たなエネルギー量の区分に応じた摂取の目安（SV）について〉   

このエネルギー量の区分に応じた主食、副菜、主菜等の5つの料理区分における摂取  

の目安について検討を行った。具体的には、食事バランスガイドの作成時に用いた料理  

データベース1）と、新たに研究で開発された料理データベース2）を用いて、料理区分ご  

とに1S＞に相当するエネルギー及び栄養価を算出し、エネルギー墨の区分ごとに摂取  

自安の範囲で摂取した組合せで算出した平均値と食事摂取基準2010年版の推奨量等と  

の比較・検討を行った（図18）。その結果、大きな市離はなかったため、現行のSVを  

変更する必要はないが、2，400～3，000kcalの区分の主食の摂取目安の7～8SVにつ  

いて、6～8S＞に変更しその幅を広げた万が、主食・副菜・主菜のバランスがとりやす  

く、弾力的な運用が可能となるとの結論を得た（図19）。  

〈妊産婦のための食事バランスガイドにおける摂取の目安（SV）について〉   

妊産婦のための食事バランスガイドについて、食事摂取基準2010年版では妊娠末期、  

授乳期のエネルギー付加量がやや減少しているが、他の栄養素の付加量もあわせて比  

較・検討を行った結果、現行の付加量との間に大きな而離はなかったため、付加する摂  

取の目安（S＞）に変更の必要性はないとの結論を得た（図20）。  
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図1－7食事摂取基準2010年版による性ヰ齢、身体活動レベルから見た1日に必要なエネルギー量と「摂取の目安」（案）  
変更点については点線及び下線  
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「低   い」＝生活の大部分が座位の埠全  ○  

○肥満（成人でBMI≧25）のある場合には、体重変化を見ながら適宜、「摂取の目安」   

のランクを1つ下げることを考慮する。   

「ふつう盟主」＝座位中心だが仕事・家事・通勤・余暇での歩行や  

畔川礫礎  

多い場合や活発な運動習慣を持っている壌合  

※強いスポーツ等を行っている場合には、さらに多くのエネルギー   

を必要とするので、身体活動のレベルに応じて適宜必要量を摂取する。  



図18 各エネルギー区分で摂取目安の範囲で摂取した組合せで試算した平均値と  

食事摂取基準2010年版の推定エネルギー必要量及び推奨量との比較  

一食事バランスガイド作成時に用いた平成7年国民栄養調査結果より算出した料理・食品のデータ  

ベースによる分析結果1）－  

＊エネルギー及びたんばく賃、脂質、炭水化物、カリウム、カルシウム、鉄、ビタミンA、ビタミンBl、ビタミンB2、ビタミンC、  

コレステロール、食物繊維、食塩相当iについて下記検証を行い、その一部を示した。  
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上記と同様の検証を、大学生および中年男女の食事記録から得られた延べ42，508品目の料理データベースを解  

析し、5つの料理区分のサービング数の組合せから摂取されるエネルギー及び栄養素量を求め、食事摂取基準  

（2010年版）との比較検討を行った2）。  

く出典〉  

1）厚生労働省・農林水産省：フードガイド（仮称）検討会報告書 食事バランスガイド．P36～41，平成17年  

2）平成21年度厚生科学研究費補助金（循環器疾患等生活習慣病対策総合研究事業）「日本人の食事摂取基準の  

活用方法に関する検討」報告書．「日本人の食事摂取基準（2010年版）」に基づく食事バランスガイドのサ  

ービング敷設定方法の検討．（研究分担者吉池信男、研究協力者早渕仁美、松永泰子、永原東奈見）  
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図19食事摂取基準2010年版による対象者特性別、料理区分における摂取の目安（案）  

変更点は下線  

単位：つ（SV）  

対象者  
エ‾   

主食   副菜   主菜  牛乳・乳製品  果物   

a－  4′～5   3′～4   

（高齢者を含む）女性  

ほとんどの女性  5′）6  2   2  

2200kcal  
身体活動の低い ±200kcal  5′）7  3′～5  

（高齢者を含む）男  

12歳以上の賀 2400kcal  
ほとんどの男性 ～3000kcal  

宣′～8   6′）7   4′）6   2′）3   2′）3   

・1日分の食事量は、活動（エネルギー）量に応じて、各料理区分における摂取の目安（つ（SV））  

参考にする。  

・ほとんどの女性と活動量の低い（高齢者を含む）男性向けの場合（2200±200kcaり、副菜（5～6つ  

（SV））、主菜（3～5（SV））、牛乳・乳製品（2（SV））、果物（2（SV））は同じだが、主食の量と、主菜  

の内容（食材や調理法）や量を加減して、バランスの良い食事にする。  

成長期で、身体活動レベルが特に高い場合は、主食、副菜、主菜について、必要に応じて   

SV数を増加させること で適宜対応する。  

（参考）食事摂取基準2005年版による対象者特性別、料理区分における摂取の目安  
単位：つ（SV）   

エネルギー  
対象者  主食   副菜   

kcal  
主菜  牛乳一乳製品  果物   

6～9歳のこども 1600  

身体活動の低い  4～5   3～4   

（高齢者を含む）女性 1800  

ほとんどの女性 2000  5～6  2   2  

身体活動の低い 
2200  5～7  3～5  

（高齢者を含む）男性ノ 2400  

12歳以上の 2600  

ほとんどの男性 
7～8   6・〉7   4～6   2一〉3   2～3   

2800  

く出典〉 厚生労働省■農林水産省ニフードガイド（仮称）検討会報告書 食事バランスガイド．Pll，平成17年  
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図20 妊産婦の食事バランスガイドにおける食事摂取基準2010年版による  

「年齢・妊婦・授乳期別の料理区分における摂取の目安」（案）  

変更点は下線  

副菜  主菜  牛乳 ・乳製品  果物   
エネルギー kcal  主食  

1，800  4～5   3～4   

2，000   
5～6  2   

3～5   
2  

5～7     2．200   

2．400   

付加量  
単位：つ（SV）  

エ泉ルゴ ー   牛乳  
kcal   主食  副菜  主菜   ・乳製品  果物  

妊娠初期（16週未満）   ＋50kcal   付加量なし   

妊娠中期（16－28週未満）   ＋250kcal  ＋1   ＋1  十1   

娠束組彪8〆過＼以上！）∴Fこ   予450k¢al 
－も 

威儀凋巨 胸毛徽由r 可  ．＋1   iト   J≠ ＋1   

（参考）「食事バランスガイド」を用いた場合に推定されるエネルギー及び栄養素の付加量  

「食事バランスガイド」のSVによる付加罷  食事摂取基準2010年版  
による付加最  妊娠末期及び授乳期  妊娠中期  

範囲（±1SD）  平均値 範囲（±1SD  妊娠中期 妊娠末期 授乳期  

エネルギー（kcal）  235  128～342  512  333へ′690  250  450  350  

たんばく質（g）  

脂質（g）  

炭水化物（g）  

8．5  3．8～13．2  17．5  9．5～25．6  〇  25  20  

9．6   1．8～17．5  

29．8  13．5～46．1   

2．0  0～3．1  

17．3  0．9～33．7  

71．1  43．3～99  

2．0  0～4．2  15  15  2．5  

ルシウム（mg）  74  0～155  

（〃gRE）  135  0～312  

194  79～310  

0  80  450  189  0～492  レチノール  

0．19   0．03～0．34  0．30  0．03′、′0．56  0．1  0．2  0．2  

0．17   0．03′→、ノ0．31  0．32  0．05′、0．59  0．2  0．3  0．4  

ビタミンC（mg）  43  0へ′101  43  0～107  10  10  50   
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2．食事摂取基準の適用に向けた国民健康・栄養調査（栄養摂取状況調査）の  

課題について  

（1）国民の習慣的摂取量の把握を目的とした国民健康・栄養調査（栄養摂取   

状況調査）の課題について   

国民健康・栄養調査は毎年11月に実施している。この調査は、無作為抽出した  

世帯及び世帯員の健康な人を対象に、指定された調査日（日曜日及び祝日を除く）  

に摂取した1日分の食事内容を秤量食事記録法で把握している。   

国民健康・栄養調査は1日調査であり、長期間にわたる習慣的な摂取量を把握し  

ているわけではない。1日の調査から得られる摂取量の分布曲線は、習慣的な摂取  

量の分布曲線に比べて、幅がかなり広いため、推定平均必要量未満の人の割合を過  

大に評価するおそれがある。   

こうした日間変動に対処するためには、2日間（できれば非連続した2日間）以  

上の日数にわたって調査を行うことが望ましいが、現行の調査においても調査協力  

率の低下等の課題がみられていることから、調査日数の変更には慎重な検討が必要  

である。   

平成15～17年の厚生科学研究では、全国14地区において1年間12回（4季  

節非連続3日間調査）実施した調査結果を用いて、個人内変動と個人間変動を把握  

し、それに墨っき1日調査の結果をもとに習慣的摂取量を推定するための検証を行  

った。その結果、一部の対象者について2日間の繰り返し調査を行うことができれ  

ば、習慣的摂取量の分布を推定することが可能であることが示されている（図21）。  

今後、複数日の調査結果の集積を通して、1日調査と習慣的摂取量の標準偏差の比が  

明確となるよう、統計学的手法が整備されれば、1日調査でも習慣的な摂取量の分布  

を推定することが可能となると考えられ、研究での検証が必要とされる。   

図21総エネルギー量の1日摂取量と習慣的摂取量の分布の推定値  

叫  

ANO＞A法：習慣的な摂取量の分  

布が正規分布で、個人間変動は全  

ての個体に共通したもの  

SIDE法：統計学的手法を用いて  

分布を正規分布に近似させ、個人  

間変動が全ての個体で共通とい  

う仮定を必要としない方法  

く出典〉平成15－17年度厚生科学研究費補助金（健康科学総合研究事業）「国民健康・栄養調査  

における各種指標の設定及び精度の向上に関する研究」報告書．標本抽出方法及びデータ  

解析手法の検討（主任研究者 吉池信男、分担研究者 横山徹爾）  
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また、食事摂取基準の目安量の策定に、国民健康・栄養調査の結果が活用されて  

いるという現状もある。2010年版においては、ビタミンEやパントテン酸、カリ  

ウム等の目安量の策定に国民健康・栄責調査の結果を用いている。平成17年と平  

成18年の2年分の調査結果を活用しているが、習慣的摂取量の中央値として示さ  

れる目安量として、1日調査の結果を活用することの妥当性やその方法についても、  

今後は研究における検証が必要となる。  

（2）国民健康一栄養調査結果におけるエネルギー■栄養素の摂取量の食事  

摂取基準を適用した評価方法について   

現在の国民健康・栄責調査結果は、1日調査であり、その対象者数も限られてい  

ることから、食事摂取基準を適用して、摂取量の過不足等を評価するまでには至っ  

ていない現状にある。前述の複数日調査の必要性も含め習慣的摂取量を把握するた  

めの方法論を研究において検討しつつ、あわせて国民健康・栄義調査結果における  

食事摂取基準を適用した評価方法の検討を進めることも必要となる。   

また、国民健康・栄養調査においては、身体活動レベルの判定を実施しているが、  

その方法の妥当性についても検証を行う必要がある。特に、2010年版「日本人の  

食事摂取基準」策定検討会報告書では、小児の身体活動レベルが3区分となってい  

るが、その活動内容（例）は示されていない。なお、小児の身体活動レベルの根拠  

になった論文からは、表4に示す活動内容がその例示として考えられる。低いレベ  

ルの活動内容は、身体を動かす運動や外遊びが相対的に少ない、室内で過ごすこと  

が多いなどで判断する。高いレベルの活動内容とは、身体を動かす運動や外遊びが  

相対的に多く、特定のスポーツを行っている（サッカー、野球など）などで判断す  

る。こうした判定方法についても、研究においてその方法の妥当性について検証を  

行い、その結果を踏まえ修正を加えていくことになる。  

表4 小児の身体活動レベル別にみた活動内容（例）について  

身体活動レベル   活動内容（例）   

低い（Ⅰ）   体育や休み時間以外は活発な活動（運動・外遊びなど）が  

ほとんどない。（活発な活動が、1日当たり合計30分程度）   

ふつう（Ⅱ）   放課後もよ＜外遊びする。（活発な活動が、1日当たり合計  

1時間程度）   

高い（Ⅲ）   「ふつう」に加えて、週末などに活発なスポーツ活動を行って  

いる（活発な活動が、1日当たり合計2時間程度）   
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3．食事摂取基準の理論を理解し活用するための教育の重要性について   

食事摂取基準の活用を進めてい＜ためには、管理栄養士等の専門職種がその養成課程  

や卒後教育において、食事摂取基準の策定や活用の理論を理解することが必要である。   

こうした理論に関する理解を深めるため、食事摂取基準の総論として、前回2005年  

版では、策定方針の特徴や基本的な考え方、活用に関する基本的考え方を記述した。さ  

らに今回の2010年版では、「策定の基礎理論」と「活用の基礎理論」を新たに項立て  

し、記述を行った。理論とは、個々の事実や認識を統一的に説明することのできる普遍  

性をもつ体系的な知識のことである。   

食事摂取基準を理解し、活用するためには、指標や数値に関する断片的な知識ではな  

＜、エネルギーや栄養素の代謝やその生理的意義、必要量を決定するための科学的根拠、  

食事摂取基準の概念や特徴、さらに食事改善や給食管理を目的とした適用など、栄養学  

の基礎から応用・実践までを、体系的に教え、学J訓士組みづくりが重要となる。   

例えば、管理栄養士養成課程においては、“食事摂取基準の策定や活用の理論を理解す  

る”という観点から、関連するそれぞれの教育内容の講義内容に連動性をもたせ、「食事  

摂耳又基準」を体系的に教え、学Jぶことが必要となることから、国22に教育体系の一つ  

の例を示した。   

今後は、管理栄養士等の養成課程や卒後教育において、食事摂取基準の策定や活用の  

理論の理解を深め、活用を進めるため、創意工夫のある教育方法の展開が求められる。  

◆食事屏詔基準を脚に教え 学ぶことの窟穿とば   

「食事」は、健康を維持・増進し、疾病を予防するための基本となるものである。人  

は、食べ物を摂取し、消化・吸収、代言射等によって利用し、成長・発育し、健全な生活  

活動を営んでおり、この営みや状態が「栄養」である。栄養状態は、食材・食品、それ  

を加工・調理した「食事」の内容や「食事」のとり方によって異なって＜る。   

「食事摂取基準」は、人々がより良い栄養状態を維持するために必要なエネルギー及  

び各栄養素の摂取量の基準を示したものである。したがって、食事摂取基準の策定や活  

用の理論を理解するには、より良い栄養状態と食事の双方を管理することに必要とされ  

る専門的知識を統合的に習得することが求められる。   

「食事摂取基準」を体系的に教えるためには各専門分野の教育担当者同士の連携が必  

要であり、体系的に学ぶことを目的とした教育体系を考えることは、多様な教育内容を  

連動させ、栄養学の基礎から応用・実践までを統合する形で必要な専門的知識を習得さ  

せるシステムを考えることでもある。「食事摂取基準」は、各専門分野横断型での知識の  

習得を可能にさせるテーマの一つといえる。  
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図22 管理栄養士養成施設での「食事摂取基準」の教育体系（例）  
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Ⅴ おわりに  

これまで、対象者や対象集団のエネルギーや栄養素の摂取量が適切かどうかの判断は、  

体格や身体症状などを含め総合的な評価のもと、個々の管理栄養士による経験に委ねら  

れてきた。その判断の確からしさを、科学的根拠に基づき（E＞idence based）行うこ  

とで、より高めていこうとするのが、食事摂取基準である。   

国際的に、食事摂取基準の考え方が導入され、その活用方法の議論が進められる一方  

で、国内においては、食事改善や給食管理での専門職種としての管理栄養士の役割に期  

待が高まっている。食事摂取量の適切さを的確に評価し、望ましい摂取量を提示し、そ  

れに基づく計画や実施を図ることは、健康増進や生活習慣病予防にとって、重要かつ基  

本的な事項である。  

食事摂取基準の活用のためには、理論と実践の両者の質の向上が必要となる。理論の  

質の向上のためには、理論を正しく理解し実践した結果に墨つき、理論を修正しつつ、  

その構築を図っていく必要がある。また、実践の質の向上のためには、理論の質の向上  

が不可欠であり、理論を正しく理解し実践できるスキルが求められる。   

2010年版の食事摂取基準策定検討会報告書において、「活用の基礎理論」を新たに項  

立てし、記述したのは、こうした理論と実践の質の向上を目指した第一歩といえる。理  

言副こ基づき食事摂取基準を適用することにより、その方法論としての理論の検証が可能  

となり、少しずつ具体的な方法が明確になることで、その確からしさを高めていくこと  

ができるのである。   

現状においては、アセスメントを行う場合に必要とされる情報の収集が困難な場合も  

あると考えられるが、実践の質、例えば対象者（対象集団）の食事の質の向上のために  

は、そうした情報の収集が不可欠であることの理解を広げていくことも重要となる。ま  

た、これまで便宜上実施されてきた方法についても、その方法が適切であるかどうか、  

あるいはその方法で実施した場合に改めて評価を行うことで計画に修正を加える必要が  

あるかどうかの検証も必要となる。   

こうしたことの実現に向けては、なにより実践的研究や教育の基盤整備が進むことが  

必要である。  

本検討会報告書は、活用のマニュアルの作成をねらいとしたものではなく、現時点で  

得られている情幸馴こ基づき活用の基本的考え方やポイントを整理することで、手法や数  

値の限界を共有し、今後、そうした課題の解決に向けて、習慣的な摂取量をはじめとし  

た各種データが収集・蓄積されることをねらいとしている。食事摂取量の値も、食事摂  

取基準に示された値も、不確定な要素が含まれる完璧な値ではないからこそ、それらを  

用いた判断には、専門職種による判断が必要となる。この判断の参考として、2010年  

版の食事摂取基準策定検討会報告書と、食事摂取基準の活用のための本検討会報告書を  

役立てていただきたい。そして、次回2015年版の食事摂取基準の策定までに、専門職  

種による数多くの活用結果としてのデータが蓄積され、その検証が進むことで、次回策  

定時に活用の理論のさらなる充実が図られることを期待している。  
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